会計情報の有用性と会計コミュニケーションの課題 by 船本 修三
Osaka Gakuin University Repository
Title
会計情報の有用性と会計コミュニケーションの課題
Usefulness of Accounting lnformation and the Problems 
of Accounting Communication
Author(s) 船本　修三 (Shuzo Funamoto)
Citation
大阪学院大学　企業情報学研究（OSAKA GAKUIN 
CORPORATE INTELLIGENCE REVIEW）,
第 12巻第 1号 : 39-71
Issue Date 2012.07.31
Resource Type ARTICLE/論説
Resource Version
URL
Right
Additional Information
大阪学院大学企業情報学研究
第12巻第1号 2012年7月
会計情報の有用性と会計コミュニケーションの課題
Usefulness of Accounting Information and the Problems
of Accounting Communication
Shuzo Funamoto
ABSTRACT
The objective of this paper is to define the relationship
between usefulness of accounting information and accounting
communication by confirming veriflability and representational
faithfulness of accounting information. It is necessary that we
should understand this relationship on the basis of two social
streams of Sartor Resartus and Alibi Syndrome.
Business enterprises must accomplish the social responsibility
for the purpose of making the best use of limited resources with
a high degree of efficiency. That is to say, business enterprises
must accomplish two purposes of the acquisition of profit and the
contribution to society or public interest with striking a balance
between the former and the latter. The contents of this paper are
as follows.
I Usefulness of Accounting Information
II Confirmation of Verifiability of Accounting Information
III Confirmation of Representational Faithfulness of Accounting
Information
IV Social Streams to have influence on Accounting Communication
V Accounting Standard Setting and the Concept of Public
Interest
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I 会計情報の有用性
ASOBAT(AAA[1966])は,会計情報有用性の特性 として, 目的適合
性,検証可能性,不偏性および量的表現可能性の4つのものを提示している
(AAA[1966]p.8)。ただし,ASOBATは, 目的適合性の特性を有さない会計
情報は, 目的適合性以外の3つの特性を有するものであっても,有用性あるも
のとはみなさなかった。検証可能性,不偏性および量的表現可能性は,副次的
特性として目的適合性の背後に追いやられていたのである1)。
ところが,SFAC第2号(FASB[1980])は,会計情報の有用性が,基本
的には, 目的適合性と信頼性の2つの特性から構成されるべきものとみている
(FASB[1980]par.33)。すなわち,SFAC第2号によれば,会計情報はこれら
2つの特性を有することによってはじめて有用となるのである。目的適合性は,
基本的には,適時性と予測価値とフィードバック価値の3つの要素から構成さ
れる。すなわち,会計情報は,それが情報利用者の意思決定に影響を及ぼす前
に提供され,利用者の予測能力を増大し,利用者の事前の期待を確認あるいは
訂正することによって, 目的適合性を有すことができるのである。他方,信頼
性は,基本的には,検証可能性と表現的忠実性と中立性の3つの要素から構成
される。すなわち,会計情報は,それが検証力ある客観的証拠資料に基づいて
作成されているばかりでなく, さらに事実を忠実に表現しており, また特定の
利害関係者のみに利益をもたらすような偏向がないときに,これを信頼性を有
すものとみなすことができるのである'。
まず,ASOBATは, 目的適合性についてこれを次のように定義している。
すなわち,情報が目的適合性の基準に適合するためには,情報は促進すること
が意図されている活動または生ずることが期待される結果と関連をもつか,あ
1)この詳細は,AAA[1966](pp 8-13)を参照。
2)この詳細は,FASB[1980](pars.46-110)を参照。
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るいはそれらと有効に結びついていなければならない。このことは,情報また
は情報を伝達する行為がそれが目指す活動に現実に影響するか,あるいは影響
する可能性をもたなければならないのである (AAA[1966]p.9)。他方,SFAC
第2号は, 目的適合性を次のように定義している。すなわち,情報が意思決定
に適合するためには論理的に意思決定に関連づけられなければならないのであ
り,情報を意思決定に適合するものとして識別するのは,「影響を及ぼす」情
報の能力である (FASB[1980]par.46)。
したがって,ASOBATとSFAC第2号の両者ともが, 目的適合性について
は, これを意思決定に影響を及ぼす情報の能力と定義している点で,同義に解
釈しているものとみることができる。ただし,ASOBATは目的適合性の具体
的内容を提示していないが°,SFAC第2号は, 目的適合性の3つの主要な要
素すなわち適時性,予測価値およびフイードバック価値を明示することによっ
て, 目的適合性の具体的内容を提示している。したがって,SFAC第2号の目
的適合性に関する概念規定は,基本的にはASOBATのそれに依拠しつつ,こ
れをさらに展開拡充したものである。
次に,ASOBATは,検証可能性について,これを次のように定義している。
すなわち,検証可能性は,適格者であれば,相互に独立して仕事をしても,同
じ証拠,資料または記録の検討からは,本質的に類似した数値または結論が出
てくるという情報の属性である (AAA[1966]p.10)。他方,SFAC第2号は,
検証可能性についてこれを次のように定義している。すなわち,検証可能性は,
3)ASOBATは,勧告した4つの基準のうち, 目的適合性のみが会計情報の基本的特性と
して重要性あるものとみているわけであるが, 目的適合性の具体的内容については触れ
ず,これと他の3つの基準との関係について,次のように述べるにとどまっている。す
なわち,それぞれの基準に必要な遵守の程度は,他の諸基準を満足させる程度によって
決定される。各基準の相対的重要性は情報の性質と情報の意図されている用途によって
異なる。基準に要求される最小限の合致の度合や4つの基準相互間の代替 (トレード・
オフ)の率も情況によって異なる (AAA[1966]p.10)。
(2855) イI
大阪学院大学企業情報学研究 第12号第1号
同一の測定方法を用いる独立した複数の測定者間で得られる程度の高い合意に
よって立証される特性である (FASB[1980]p.対i)。
したがって,ASOBATとSFAC第2号の両者ともが,検証可能性について
は,同じ証拠資料または測定方法に準拠すれば必然的に同じ測定値を得ること
ができるという会計情報の特性とみている点で, これを同義に解釈している。
ただし,SFAC第2号は,会計情報の信頼性が検証可能性と表現的忠実性と中
立性の3つの要素から構成されるものとみている°。検証可能性は,ASOBAT
においては副次的特性とされているが,SFAC第2号においては基本的特性の
構成要素とされている。したがって,sFAC第2号は,検証可能性を会計情報
有用性の質的特性としてASOBATよりも上位に位置づけているのである。
第3に,SFAC第2号は,表現的忠実性についてこれを次のように定義し
ている。すなわち,表現的忠実性とは,ある測定値または記述と,それらが表
現しようとする現象とが対応または一致することをいう。会計においては,表
現されるべき現象は,経済的資源および債務ならびにそれらを変動させる取
引および事象である (FASB[1980]par.63)。他方,ASOBATには,このよ
うなSFAC第2号の表現的忠実性を要求するところと同じものはみられない。
もっとも,事実を偏らずに決定し報告しなければならない (AAA[1966]p.7)
とするASOBATの不偏性の特性が表現的忠実性をわずかに暗示しないことも
ない。しかしながら,不偏性は,ASOBATでは,副次的特性として位置づけ
られており, しかも表現と表現対象との一致または対応を明示的に要求するも
のではない。
第4に,ASOBATは,不偏生についてこれを次のように定義している。す
なわち,不偏生の基準が主張されるのは会計が多くの利用者に奉仕し,多くの
用途のために利用されるからである。あるグループの利用者に役立つ偏向があ
4)この詳細は,FASB[1980](pars.58-88,pars.98-110)を参照。
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れば,他の多くの利用者の利害を助けることはもちろん,せいぜいそれを傷つ
けないでおくことさえも期待できない (AAA[1966]p.11)。他方,SFAC第
2号は,中立性についてこれを次のように定義している。すなわち,会計代替
案間における中立的な選択は,あらかじめ定められた結果に向けられる偏向を
伴わない,財務報告の基本目的は,各種の利害を持つ多くの異なる情報利用者
に役立つものであるが,あらかじめ定められた結果はいずれも,すべての利害
関係者にとってそのまま適合しないかも知れない (FASB[1980]p.xii)。した
がって,ASOBATのいう不偏性は,一般目的の外部報告に関する限りでは9,
SFAC第2号のいう中立性とほぼ同義である。
最後に,量的表現可能性は,ASOBATはこれを副次的特性と位置づけてい
るが,SFAC第2号には見あたらない。その理由は,SFAC第2号が会計情
報の質的特性を考究することを主たる目的としているのであって,会計測定の
対象の量的特性たる量的表現可能性を考究するものではないからである。なお,
FASBは,SFAC第5号において,4つの基本的認識規準の1つとして測定可能
性を提示し,これによって測定対象の量的特性を考究している°。
ところで,ケネス 。E.ボールディングは,情報としてのメッセージの役割
について, これを次のように説明している。経験を構成するという意味では
メッセージは情報である。メッセージが人間に対してイメージを作り出すため
の変化をもたらすからである (Boulding[1961]p.7)。さらに,ボー ルディン
グは,メッセージが人間の抱くイメージに対して与える影響について,これ
を次のように説明している。メッセージがイメージを確実化するという効果は,
人間行動を理解するうえにおおいに重要である。将来のイメージには,ある程
5)ASOBATは,不偏性について説明するところで,「偏向は外部への一般目的の報告では
避けなければならない。しかし偏向の可能性のある情報も,考えられる利用者がすべて
限られている内部報告の場合に,時として役に立つかもしれない。」(AAA[1966]p ll)
とし,不偏性を外部報告目的の会計情報の具備すべき特性とみている。
6)この詳細は,FASB[1984](pars 58-77)を参照。
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度の不確実性がつきまとっている。時が経つて,イメージが現在に近づけば,
受容したメッセージは必然的にイメージを変えてしまう。特に,イメージの内
容と確実性が変化するのである (Boulding[1961]pp.10-11)。
したがって,情報としてのメッセージは,その利用者にとって知識となるべ
きものであって,利用者の経験や価値体系によって形成された概念に対して何
らかの影響を及ぼすものでなければならない。メッセージは,それが利用者の
ニーズを満たすもの,すなわち目的適合的でなければ,情報となりえるもので
はない。メッセージが情報となりえるかどうかは,その利用者のニーズすなわ
ち利用目的に依存するところが大きいのである。そのため,情報の目的適合性
は,情報利用者の観点からすれば,情報の具備すべき当然の前提となるべき特
性であつて,情報作成者が情報を作成するときに留意すべき特性である。
そこで,本稿は, 目的適合性を会計情報有用性の当然の前提となる特性とみ
なし, 目的適合的な会計情報が会計情報利用者にとって有用となるためには,
さらに信頼性を有すべきものとみる。すなわち,本稿は, 目的適合性を会計情
報有用性の必要条件とみ,信頼性を会計情報有用性の十分条件とみるものであ
る。会計情報がその利用者の目的に適合するものであるならば,すなわち利用
者の将来意思決定に影響を及ぼすものであるならば,利用者にとって最も重要
な関心事は,その情報が信頼することができるかどうかということであるから
である。
したがって,会計情報の受け手としての会計情報利用者は,会計情報有用性
の必要条件としての目的適合性を有する会計情報を選択し, これを将来意思決
定に利用するときは,十分条件としての信頼性を有するものであるかどうかを
確証しなければならない。
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Ⅱ 会計情報の検証可能性の確証
株主や債権者等の企業外部の会計情報利用者は,主として,貸借対照表や損
益計算書やキャッシュ・フロー計算書等の財務諸表を会計情報として提供を受
ける。財務諸表は,仕訳記入,勘定記入および試算表の作成等の会計記録の過
程を経て作成される会計報告書であって,会計の最終生産物である。現行の会
計制度のもとでは,財務諸表は,複式簿記システムを基礎とする会計の集計過
程を経て作り出される最終結果たる集計値 (aggregates)を表示することを主
たる目的とするものである。
企業外部の会計情報利用者は, もっばら集計値を表示する財務諸表を利用す
る場合は,集計以前の基礎にある生のデータ (underlying raw data)のがいか
なる特性をもつものであるか,会計情報作成者がいかなる集計基準および集計
手続に準拠していかなる判断を下したかについて理解することができないこと
が多い。したがって,会計情報利用者は,集計結果のみを表示する財務諸表の
提供を受けるならば,提供を受けた集計値の信頼性を確証することができない
こととなる。
そこで,わが国企業会計原則は,例えば,会計情報作成者 (送り手)たる企
業は,会計情報利用者 (受け手)たるステークホルダーに対して,貸借対照表
や損益計算書やキャッシュ・フロー計算書の基本財務諸表のほかに,補足財務
諸表たる財務諸表付属明細表を提供することを要求している。しかも,企業会
計原則注解 [注1-2]において「財務諸表には,重要な会計方針を注記しな
ければならない。会計方針とは,企業が損益計算書及び貸借対照表の作成に当
7)G H.ソーターは,基礎にある生のデータを統合すると情報ロスが発生することに注
目して,会計情報の送り手は,受け手に対して,統合以前の基礎にある生のデータを
情報として提供すべきとする事象接近法 (events approach)を提唱した。この詳細は,
Sorter[1969]を参照。この点については,船本 [1982]が詳しい。
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たって,その財政状態及び経営成績を正しく示すために採用した会計処理の原
則及び手続並びに表示の方法をいう。」
あるいは同 [注3]において「いつたん採用した会計処理の原則又は手続は,
正当な理由により変更を行う場合を除き,財務諸表を作成する各時期を通じて
継続して適用しなければならない。なお,正当な理由によって,会計処理の原
則又は手続に重要な変更を加えたときは, これを当該財務諸表に注記しなけれ
ばならない。」等と指示することによって,集計値だけの開示が会計情報の利
用者に対してもたらす不利益を,少しでも軽減しようとする努力のあとがみら
れるのである。
このように,会計情報利用者が,主として,集計結果としての財務諸表を利
用するときは,会計報告書としての財務諸表上において表示される数値が,そ
の背景に検証力ある客観的証拠に裏付けられた信頼性のある会計記録が整備さ
れていることを暗黙のうちに前提にしているのである。これがすなわち,会計
情報の検証可能性である。
SHM会計原則によると,会計報告書たる財務諸表を作成するための第一の
源泉となるべきものは,財務諸表に先立って生起する全ての取引に関する歴史
的記録であり (SHM[1938]p.2),信頼性ある歴史的記録が,企業の全ての取
引についてなされなければならない (SHM[1938]p.113)。SHM会計原則は,
会計報告書を裏付けるものが会計記録であること, また会計記録作成の機能が
会計機能の中で重要な位置を占めるものであること, したがって,会計記録は
信頼しえるものでなければならないことを提示している。
ペイトン=リトルトンによると,英国において職業的な監査の初期の発展が
もたらした重要な貢献の1つは,記録された取引を裏付ける検証力ある客観的
証拠 (verinable objective e宙d nce)の重視であった。記録された収入は,相
互に独立した当事者間の販売取引から作成された客観的な証拠を基礎としての
み有効とされ, また記録された支出は,その取引に関する営業上の文書によっ
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て裏付けられた客観的証拠を基礎としてのな有効とされた。この証拠は記録さ
れた事実を検証するための重要な手段を提供した。その結果,検証力ある客
観的証拠は,会計の重要な要素となり,信頼しうる情報を提供する会計の機能
を正当に遂行するうえに必要欠くことのできない要件となっているのである
(Paton and Littleton[1940]p.18)。
「検証する」(to verify)とは,真実を打ちたてること,事実の正確さを試査
すること,ある主張を実質づけることを意味する。「証拠」(evidence)とは,
真実を確かめ証明を行う手段である。例えば,確実な営業上の文書は,その真
実性を主として外部の当事者との交渉から導き出そうとする証拠の一形式であ
る。受け入れうる証拠の効果は,それが当面の事実の真実性に関する確信をも
たらすことにある。それゆえ,「検証力ある証拠」(verinable evidence)は事
実を打ちたてるのに助けとなるような性質を備えた証拠のことである (Paton
and Littleton[1940]p■8-19)。
「客観的」(obiective)とは,事実を個人的な偏見から乱すことなしに表現
することを指している。すなわち,心理状態,希望,欺肺の行為などの個人誤
差が結果に影響をおよぼすことを示唆する「主観的」(subiectiVe)という言
葉とは対照的なものである。それゆえ,「客観的証拠」(obiective e宙dence)
とは,非個人的でその当事者の根拠なき意見または希望と対照的に, もっと
も関係の深い当事者にとっての外的な証拠のことである (Paton and Littleton
[1940]p.19)。
会計が完全に科学的になれないのは,会計における事実に関する資料が完全
に客観的でないために,会計において使用される客観的という用語の意味に程
度の差があるからである。取得された用役が流入する事実に関する記録と,供
与された用役が流出する事実に関する記録は,通常客観的な証拠によって十分
に基礎づけられている。
しかしながら,この記録された事実のその後の会計上の取り扱いは,各種理
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論の影響下にあり, また経営者の希望に追従しがちなため,十分に客観的でな
い証拠に依存することが多い。その結果,会計処理を裏付ける証拠は,完全
に客観的なこともあり,得心のいく程に客観的なこともあり,疑わしい程度
に客観的なこともあり,あるいは明らかに非客観的なこともある (Paton and
Littleton [1940]p.19)。
客観的な事実は,完全に客観的でなくても信頼するに足りうる。それが得心
のいく程度に客観的であれば,それは得心のいく程度に信頼しうるものである
(Paton and Littleton[1940]p.20)。得心のいく程度に客観的な証拠を獲得する
ためには,多大な費用を要するという批判がある。しかしながら,得心のいく
程度に客観的な証拠を獲得するために要する現在の費用と,信頼することので
きない事実に関する疑わしい程度に客観的な証拠を用いることによって企業に
対して課せられる究極的な費用とを比較してみると,通常は,後者が前者より
もはるかに多いのである (Paton and Littleton[1940]p.21)。
前述したように,会計上の検証可能性については,ASOBATは,適格者で
あれば,相互に独立して仕事をしても,同じ証拠,資料または記録の検討から
は,本質的に類似した数値または結論が出てくるという情報の特性であると定
義しているとともに,SFAC第2号は,同一の測定方法を用いる独立した複数
の測定者間で得られる程度の高い合意によって立証される特性であると定義し
ている。したがって,ASOBATとSFAC第2号の両者ともが,検証可能性に
ついては,同じ証拠資料または測定方法に準拠すれば必然的に同じ測定値を得
ることができるという会計情報の特性とみているのである。
このようなペイトン=リトルトンの検証力ある客観的証拠に関する見解およ
びASOBATとSFAC第2号の検証可能性に関する見解をみると,検証可能
性は,資料準拠性〕を意味するものということができる。
8)本稿でいう資料準拠性は,会計の対象たる企業に関する経済事象が, これを裏付ける資
料によって証拠づけられる (阪本 [1983]46頁)という意味で使用している。
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例えば,過去事象についての情報は,受領書や送り状等の証憑書類に準拠し
ていたならば,検証可能となる。現在事象についての情報は,月末とか決算日
等の一時点現在において商品や材料等の入手可能な市場価格や相場等の資料
に準拠していたならば,検証可能となる。将来事象についての情報は,将来
キャッシュ・フローの現在割引価値は, どのような割引率を使用したのか,将
来キャッシユ・フローの生じる時点を何時にしたのか,あるいは貨幣的測定単
位の変動率をどれぐらいにしたのか等の見積予測の諸条件を明示する資料に準
拠していたならば,将来予測値がどの程度の限界をもっているかが明らかにな
り,ある程度は検証可能となる。もちろん,将来実際にキャッシュ・フローが
生じる時点にならなければ全面的に検証可能とはならないのであるが。
ペイトン=リトルトンの主唱する検証可能性は,測定対価の原則のもとで過
去事象に関する資料準拠性に限定するものであるが,ASOBATとSFAC第2
号は,過去事象,現在事象あるいは将来事象に関する資料準拠性のいずれに限
定するものでもない。ASOBATとSFAC第2号の主唱する検証可能性は,ペ
イトン=リトルトンの過去事象に関する資料準拠性に限定する見解と比較する
と,過去,現在および将来の3つの時間的次元の事象に関する資料準拠性に拡
大しているため融通性のあるようにみえるが,その反面かなりの厳密性を要求
するものである。3つの時間的次元の事象のいずれであっても,それがその検
証可能性を裏付ける証拠となるべき資料に準拠していない事象は,これを認識
しないこととなるからである。
Ⅲ 会計情報の表現的忠実性の確証
会計のコミュニケーション過程においては,会計情報の送り手たる企業が,
会計情報の受け手たるステークホルダーに対して,主として,集計値を表示す
る貸借対照表や損益計算書やキヤッシュ・フロー計算書等の財務諸表を会計情
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報として提供を行う。このとき,会計情報の受け手は,提供を受けた会計情報
の信頼性について確証するためには,会計コミュニケーションの前段階すなわ
ち送り手たる企業が会計情報を作成する段階にまで遡ることが必要となる。
第1に,会計情報の受け手は,会計コミュニケーションの前段階すなわち会
計情報の送り手が会計情報を作成する段階において,送り手の情報処理技術に
故障がないかどうかを確証することが必要である。例えば,送り手が情報処
理用具としてコンピュータを使用しているとしたならば,コンピュータ・シス
テムが正常に稼働していて故障がないとともに, コンピュータにデータをイ
ンプットし,これを加工処理し,情報をアウトプットする情報処理作業の手続
上に誤りがないかどうかを確証することが必要である。コンピュータのハード
ウェアおよびソフトウェアの信頼性の確証9がこれである。
第2に,会計情報の受け手は,提供を受けた会計情報が企業の実態を忠実に
表現しているかどうかを確証することが必要である。送り手は,提供する情報
を作成する以前に加工処理すべきデータを収集することが必要である。このと
き,送り手が,受け手に対する情報提供を通じて, 自らのコミュニケーション
目的を達成するものとみると,その媒体たる情報が送り手のコミュニケーショ
ンロ的達成的な特性をもつこととなり,その結果,収集するデータもまた必然
的に送り手のコミュニケーションロ的達成的な特性をもつこととなる。送り手
が情報提供を通じて自らのコミュニケーションロ的を達成するという指令的機
能を果たすためには,受け手が提供を受けた情報に従って意思決定を行ったほ
うが自らにとって有利な状況が生起する可能性が大きいと予測するようにしな
ければならないからである。
会計情報の受け手がこのような送り手の会計情報作成状況に対処する方法と
9)H R アントンは, コンピュータを会計illl定の用具として使用するときの信頼性の主た
る要件として,①故障のないこと,②統計的安定性およいЭ正確性の3つを提示してい
る。この詳細は,JaediCke,巧m and Nielsen[1966](pp 129-131)を参照。
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しては,受け手自らがこのような指令的情報をすべて拒絶するか,情報の指令
的特性を捨象しその表現的忠実性がどの程度のものかを分析する方法の2つが
考えられる。
前者の方法においては,会計情報の受け手は,送り手から提供を受けた会計
情報のうち指令的傾向の強い情報をすべて拒絶することとなる。すなわち,受
け手は, 自らの情報ニーズを充足している情報すなわち目的適合性のある情報
の中からできるだけ指令的傾向の強くない情報を選択し,それ以外の情報をす
べて捨て去るのである。受け手は,情報選択を行うことによって, 自らにとっ
て利用価値のある情報を提供する送り手の存続を可能にし,そうでない送り手
を洵汰することとなる。受け手のいない情報を作成し提供する送り手は, 自然
消滅せざるをえないからである。このように,受け手自らが情報を取捨選択す
ることによって,過剰な情報供給から自己を防衛することができるのである。
しかしながら,このような方法は,会計情報の受け手にとって非常に消極的
な方法である。なぜならば,受け手が提供を受ける情報のすべてが指令的傾向
の強い情報であるとしたならば, このような情報のすべてを捨て去らなければ
ならず,そうすることによってコミュニケーションのすべてを拒絶することと
なり,高度情報社会において生存することを自ら放棄することにもなりかねな
いからである。高度情報社会においては,程度の差こそあれすべての情報が指
令的要素を含んでいるのである。
そのため,前者の消極的方法に替えて,後者の情報の指令的特性を捨象しそ
の表現的忠実性がどの程度のものかを分析する方法を採択することが必要とな
る。受け手は,高度情報社会においては,後者の方法によってのみ, 自らの不
利な状況に対して積極的に働きかけ, これを打開し改善することができるので
ある。
情報の指令的特性を捨象しその表現的忠実性を分析する方法としては,次の
2つのものが考えられる。すなわち,①送り手の情報作成時に,送り手の当為
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判断ないし価値判断の介入することをできるだけ少なくすることおよび,②送
り手が情報を作成するときの諸条件および諸状況を明らかにすること,すなわ
ち受け手が送り手に対して環境情報1° の提供を求めることの2つの方法がこれ
である。
まず,送り手が情報を作成するときに送り手の当為判断ないし価値判断の介
入することを全面的に回避することはできないものと考えられる。送り手も受
け手と同様に,特定の社会,特定の企業あるいはその他諸々の公式的または非
公式的組織体に属する社会的経済的構成員である。送り手が何らかの組織体に
属している限り,その構成員との社会的経済的諸関係を維持し発展させること
が必要となる。送り手は,そうすることによってのみ,その組織体およびその
構成員とともに共存することができるのである。
その結果,送り手は,企業のみに限定しても,情報を作成するときに, 自ら
が属する企業の多種多様な経済的利害関係にとって有利な当為判断をせざるを
えないこととなる。このようにして,送り手は,情報を作成するときに自らの
当為判断の介入する傾向を全面的に回避することはできないのである。
しかしながら,この傾向をまったく回避することができないというわけでは
ない。法律や規則や慣習などの制度によってある一定の準拠枠を設定して,そ
の範囲内でのみ送り手の当為判断を認める方法がこれである。これによって,
あらかじめ送り手の自己有利的当為判断に対して制度的制約を課し,送り手が
その準拠枠を超えて恣意的当為判断を下したならば,送り手に対して社会的お
よび経済的制裁が加えられるようにしておくのである。
送り手に対してこのような制度的制約を課すことは,送り手が情報を作成す
10)ASOBATは,5つの会計情報の伝達指針を提示しているが,その3番目に環境情報の付記
という項目を挙げ,これについて次のように説明している。環境情報とは,情報の予定
された利用に関する情報の作成者の想定とともに,資料が収集され, メッセージが作ら
れた状況について述べた情報のことである (AAA[1966]p16)。
"
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るときに, どのような当為判断に依拠しているかを開示するように要求するこ
ととなる。このような制度的制約のもとでは,送り手は,実際にその準拠枠の
範囲内で当為判断を下したとしても, これを客観的に証明することができな
かったならば,その判断を無効とされるからである。送り手は自らが依拠した
当為判断を受け手に対して開示することに消極的であるから,送り手に対して
その開示を制度的に強制することによって, これを実行せじめようというので
ある。
送り手に対してその依拠した当為判断を開示することを制度的に強制するこ
とは, これによって情報の指令的特性を全面的に捨象することができないとし
ても,受け手が送り手の依拠した当為判断を理解することによって,情報とし
て加工処理される以前の基礎にある生のデータを推定することが可能となる。
次に,情報のもつ指令的特性を捨象する方法としては,送り手に対して,情
報を作成するときの諸条件および諸状況を明示する環境情報の提供を求める方
法がある。環境情報は,受け手が送り手の情報作成時に実際になした当為判断
と受け手に対して開示された当為判断の内容とが一致するかどうかを確証する
ときに,これを利用することができる。受け手は,送り手の当為判断が開示さ
れないときに,環境情報によって送り手の当為判断を推測するのである。
このようにして,受け手は,送り手が作成した情報の表現的忠実性の程度を
確証するためには,基本情報だけでなく, さらに送り手が情報を作成するに当
たって依拠した当為判断に関する情報,送り手の情報作成時の諸条件および諸
状況に関する環境情報等の補足情報の提供を受けることが必要となるのである。
われわれ人間の情報処理能力には限界があるから,一時にあまりに多くの情
報の提供を受けると,情報過剰 (infOrmation overload)11)の生み出される危険
11)情報過剰とは,ある点を超えると,デー タが追加されることによって意思決定者は困惑
させられ,増加したメッセージを考察し取り入れることが,精神的にも肉体的にもでき
ないようになる状態のことをいう (AAA[1977]p38)。
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性がある。そのため,受け手は,利用可能な情報のすべてを将来意思決定に役
立つ情報として処理することができないから, 自らの情報処理能力の範囲内で,
利用可能な情報の中から自らの意思決定にとって重要性の高い情報を選択する
ことが必要となる。
他方,送り手は,環境情報が企業政策上の機密に関する情報が多いため,こ
れを開示することに積極的ではない。したがって,送り手が環境情報を開示し
たとしても,制度によって強制される程度のものに限られるわけである。そ
のため,受け手は,提供を受けた情報の利用可能性に限界のあることを認識し
ておくことが必要となる。受け手が提供を受けた情報は,受け手の情報処理能
力に限界のあることや,送り手の開示する環境情報が少ないことなどによって,
不完全表現121の情報とならざるをえないのである。
このような状況下では,会計情報の受け手は,信頼性の諸条件のすべてを充
足する会計情報を完全表現とみなし, また実際に提供を受けた会計情報を不完
全表現とみなすことによって,提供を受けた会計情報に限界のあることを念頭
に置きつつコミュニケーションに臨むべきであろう1°。
Ⅳ 会計コミュニケーションに対 して影響を及ぼす社会風潮
会計情報利用者は,現代のような高度情報社会においては, 自らの情報処理
能力の限界や時間的経済的制約等のために,あらかじめ会計専門職や財務アナ
リスト等の情報処理の専門家によって分析評価された情報を, 自らの意思決
井尻雄士教授は,完全表現と不完全表現について次のように説明している。すなわち,
プリンシパル (本体)の望ましい区別がサロゲート (写体)を区別することによって
つねに可能ならばこれを完全表現 (perfect representaJon)と呼称し,本体の望まし
い区別が写体を区別することによって必ずしもできるとは限らない場合を不完全表現
(lmperfect representation)と呼称する (巧‖ [1967]p8)。
この詳細は,船本 [2011](136-141頁)を参照。
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定に利用することが多い。このような状況下においては,会計情報の受け手は,
提供を受けた会計情報が会計の基本目的を達成していないならば,すなわち会
計情報がその指示対象を忠実に表現していないならば, 自らにとって不利益な
判断を下すことになる。さらにその情報によって会計情報の送り手の受け手に
対するフイードフォワードが意図されているとしたならば, このような指令的
色彩の強い情報にもとづくコミュニケーションは,送り手指導的な一方通行的
傾向をもつようになる (船本 [1997]41-42頁)。
T.カーライル141によって主唱された衣裳哲学によれば,人間は習慣 (衣
裳)すなわち形式に囚われ易いものである。それゆえ,数字のような形式上の
ものを信用するかあるいは過信する傾向のある環境の中では,数字が実体を反
映するかどうかにかかわらず, これを観察する人間が, もっばら数字そのもの
の構文論的形式lrDを重視することとなる。
本来,数字というものは,学歴や資格と同じように,それに実質が伴わなけ
れば,何の意味もない。それにもかかわらず,われわれは一般に,形式のよう
な便宜的手段に頼らぎるをえないことが多い。特に現代のような情報過剰0社
会においては,会計情報の受け手は, 自らの能力の限界や時間的経済的制約等
Thomas CaJyle(1795-1881)は,ドイツの古典的詩人ゲーテ,シラー等のロマン派の
人々,およびカント, フィヒテ, ショー ペンハウアの影響を受け, 自然的超自然主義い
わゆる「衣裳哲学」(Sartor Resartus)を説くに至る。この点については,林・野田他
[1971](256頁)を参照。カーライルの衣裳哲学についての詳細は,Carlyle[1896]を参
照。
ここでいう構文論的形式とは,記号としての数字と数字との関係のことであって,数字
とその指示対象との関係とか,数字とその利用者との関係のことではない。C W モ
リスによると,記号論は,構文論,意味論および語用論の3分野から構成されるもので
あって,構文論は,記号論の3分野の1つである。この詳細は,Morns[1938](pp 13-
42)を参照。
われわれ人間の情報処理能力には限界があるから,一時にあまりにも多くの情報の提供
を受けると,情報過剰 (infOrmation overload)の生み出される危険性がある。ここに情
報過剰とは,ある点を超えると,デー タを追加されることに対して,肉体的にも精神的
にも耐えることができなくなることである (AAA[1977]p38)。
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のために,比較的容易に取得可能でかつより簡単に処理することのできる衣裳
すなわち形式に依存するのである。
通常,われわれが意思決定に利用することのできる会計情報は,不完全表現
の写体である。会計情報が,計量的財務関連的情報としての企業情報であって,
企業情報のすべてではないからである。さらに,会計情報は,一年間のタイ
ム・ラグのある過去情報であり, しかもそこには,引当金項目に代表されるよ
うに,将来予測情報が含まれているからである。企業の将来の状況に関する予
測は,「歴史は繰り返す」式の反復性を原則とする過去情報にも依存するもの
ではあるが,「歴史は繰り返さない」式の不確実性を原則とする将来情報と同
時性を原則とする現在情報に依存するところが大きいのである (船本 [2007]
31頁)。
例えば,2004年10月に判明したカネボウの粉飾決算 (2005年6月13日付を
もって上場廃止)および2006年1月に判明したライブドアならびにライブドア
関連会社の証券取引法 (金融商品取引法)違反と粉飾決算 (2006年4月14日付
をもって上場廃止)の事例がある。
これらの事例においては,実際には企業価値がないにもかかわらず企業価値
があるかのごとく見せかけるために財務諸表上のみせかけだけの会計数値を良
くすることによって (しかもその会計数値の適正性に対しては外部会計監査人
による保証がなされていたわけであるが),証券取引法 (金融商品取引法)違
反と粉飾決算の事実が判明するまでは,例えば1株を100株に分割することに
よって (株式分割そのものは違法なものではないが),実際には1の価値しか
ないものを形式的に100の価値があるかのごとく見せかけるとともに,株価を
一時的に吊り上げるなどして,企業資金を容易に調達することができるのであ
る (船本 [2007]32頁)。
このような事例において大きな被害を受けるのは会計情報の受け手たる一般
投資家である。例えば,後者のライブドアの事例においては,一般投資家およ
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そ220,000人の被害額は,2006年4月13日(取引最終日)において,総額約9,000
億円であり,一人あたり平均400万円あまりであった (船本 [2007]32頁)。 こ
れがすなわち,会計コミュニケーションに対して影響を及ぼす衣裳哲学的社会
風潮である。
ところで,会計過程においては, まず,会計の対象たる企業に関する経済事
象を表現する証憑や伝票等の原始資料がある。例えば,送り状や請求書や受領
書等の証憑書類は,企業が企業外部の取引先と行う外部取引を源泉として,企
業と取引先との両者の間の合意に基づいて作成されるものであり, また材料出
庫票や作業時間票や製品出来高票等の内部伝票の作成に関しては,会計が全面
的に係わるわけではない。会計はこれら原始資料を会計の対象領域を表現する
ものとして受け取り, これに対してほとんど何の操作も加えることができない。
会計機能は,原則として, これら原始資料を会計帳簿に記録することから始ま
るのである (船本,自井 [2001]106頁)。
次に,仕訳帳,元帳および試算表等の会計帳簿がある。これは,複式簿記や
会計ルール等の会計構文を基礎にして作成される会計記録を示すものである。
さらに,このような会計帳簿を基礎にして作り出される貸借対照表,損益計算
書およびキャッシュ・フロー計算書等の財務諸表がある。これは会計過程の最
終生産物たる会計報告書を示すものである。会計過程においては,まず会計帳
簿が作成され,つぎにその集計の結果として会計報告書が作成され, これが主
たる会計情報として会計情報利用者に対して伝達されるのである。したがって,
中間出力情報としての会計帳簿と最終出力情報としての会計報告書が会計過程
の主たる局面を構成するものとなる (船本,自井 [2001]106-107頁)。
株主や債権者等の企業外部の会計情報利用者は,主として,貸借対照表,損
益計算書およびキャッシュ・フロー計算書等の財務諸表を会計情報として提供
を受けることが多い。会計過程の最終生産物である財務諸表は,仕訳,勘定記
入および試算表の作成等の会計記録の過程を経て作成された会計報告書である。
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会計情報利用者は,会計報告書上の数値が会計記録たる会計帳簿によって裏
付けられていることを,暗黙のうちに前提にしている。したがって,会計報告
書のアリバイDが会計帳簿ということになる。会計帳簿が会計の適正な処理機
構としての複式簿記と一般に公正妥当と認められた会計諸基準によって作成さ
れていればそれでよいのであって, ここでは会計報告書を裏付ける会計帳簿が
主役となる。その結果,会計情報利用者は,本来は会計報告書の表現的忠実性
すなわち会計報告書とその指示対象たる企業に関する経済事象との意味論的関
連性に関心があったものが,その関心の的が,会計報告書と会計帳簿との構文
論的関連性に重点移行し,ひいてはアリバイたる会計帳簿のみに集中すること
になるものと考えられる。
さらに,会計帳簿とこれを裏付ける証憑や伝票の原始資料との関係について
も,これと同じことをいうことができる。すなわち,会計帳簿上の数値を確証
するためには, これを裏付ける原始資料の提示を受けることが必要となる。原
始資料が主役であり,原始資料が会計帳簿のアリバイとなる。ここにおいても,
会計帳簿と経済事象との意味論的関連性は,会計帳簿と原始資料との構文論的
関連性の背後に追いやられてしまう。
最後に,原始資料と経済事象との関係であるが, これは原始資料という記号
と経済事象という指示対象との関係で,意味論的関連性である。例えば,会計
においては,週末,月末あるいは決算日等の特定時点において,現金預金や商
品・製品・材料等の棚卸資産の帳簿記録高をその実際有高と比較するなどして,
17)こで,アリバイとは,次のような特徴を持つものである。すなわち,犯罪をたくらむ
ものは, まずアリバイを計画する。人類の未来を計画しようとするものも,初めにアリ
バイをつくる。罪なきものは自らのアリバイなど気にしなくてもよい。罪なきものが自
らのアリバイを気にするのは,例えば,未来へ逃げることによって,現在存在する身
近な問題を逃れようとしているという嫌疑を受けたときだけである。したがって, アリ
バイとは,「どこかほかの場所」すなわち「射程外」のことを意味する (アッテスラン
ダー [1972]5頁)。
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会計記号の指示対象を直接観察することによって,会計記号の事実写像性を確
証することがある。
しかしながら,このような実地検証による直接観察は,会計の機能遂行上は
あくまでも補助的手段であって,会計の主たる機能は,対象表現たる原始資料
に基づいて遂行されるものである。したがって,会計においては,提供を受け
た直接観察の結果たる原始資料を所与のものとして取り扱わざるをえないので
あり, これが経済事象を忠実に表現しているかどうかを確証するのは,ごくわ
ずかな項目のみに限られ,例外的に取り扱われる。
会計帳簿や会計報告書の会計情報の検証可能性を裏付ける証拠は,検証の目
的ではなく検証の主役であり, この証拠によって会計情報上の数値が検証可能
となるのであって,証拠が検証可能なのではない (中島 [1979]48頁)。 その
ため,会計においては,検証力ある客観的証拠が重視されることとなり0,会
計情報と証拠との関係,すなわち記号と記号との関係を考究する構文論的意味
は強調されるが,会計情報と企業に関する経済事象との関係,すなわち記号と
その指示対象との関係を考究する意味論的意味は,構文論的意味の背後に追い
やられる。その結果,会計情報を裏付ける証拠が主役になる。これがすなわち,
会計コミュニケーションに対して影響を及ぼすアリバイ症候群Ю)的社会風潮で
ある。
この点について,中島省吾教授は次のように説明している。会計情報は,その作成者が
このように考えるあるいは期待するという数字であってはならない。客観的妥当性を有
しかつ検証能力をもつ根拠に裏付けられていなければならないのである (中島 [1979]
48頁)。
ここで,症候群とは,種々 の症候がまとまったところに現れる病状のことであり,その
症例としては,① 外界を偽造物として受け入れること, ② 偽造がグループ規範に
よって強化されることおよび③ そこから社会的先入見が生まれること (アッテスラン
ダー [1972]3頁)の3つに区分することができる。どんな症候にもプラスの面とマイ
ナスの面がある。症候を単独でとりあげれば,良性であり, ときとしては生存に不可欠
なものであるが,アリバイ症候群のように症候がいくつも重なるとマイナスの効果が及
ぼされる (アッテスランダー [1972]3頁)。
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V 会計基準設定 と公益の概念
会計基準が政治的な争いの対象となるのは,基準自体に私的な面からの「経
済価値」が認められるからである。例えば,会計基準の新設や変更は,野球に
おけるストライク・ゾーンの変更に似たところがある。いいビッチャーの揃っ
ているチームと,いいバッターを集めてきたチームとでは,同じルール変更で
もプラスになる場合とマイナスになる場合がある。ストライク・ゾーンが広く
なると,前者のチームにとっては有利になるが,後者のチームにとっては不利
になる。ストライク・ゾーンの変更が成績に影響し,ひいてはチームの収入に
も反映されるのである。その結果,ルー ルの変更に対して喧々ごうごうたる論
争がはじまるのは当然の帰結である20。
われわれは,通常「経済価値」という用語を,主として企業の支配する経済
資源について使用することが多い。しかしながら,この用語を,経済資源のフ
ローやス トックの状態の認識・測定・伝達のために適用する会計基準について
使用することはめったにない。したがって,会計において「経済価値」という
用語は,企業の経済資源に代表される会計の対象に係わる用語であって,会計
情報を作成し提供するために適用される会計基準に係わる用語ではない (船本
[1984]5ア等)。
それにもかかわらず, ここで「会計基準の経済価値」というような用語法を
使用するのは,企業が選択適用した会計基準いかんによって,その経済活動に
対して大きな影響を及ぼされるからである。会計基準を,企業の経済活動に影
響を及ぼす価格変動や技術革新等の経済環境と同様の性質をもつものとみるの
である。つまり,会計基準の新設や変更を政治環境の変化とみるのである。し
たがって,企業は, どのような会計基準が新設されるか,あるいは会計基準が
20)この詳細は,井尻 [1984](101-128頁)を参照。
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どのように変更されるかについて大いに興味のあるところであって,ひいては
自らが会計基準の新設や変更に対して何らかの影響を与えたいと願うのは当然
の帰結である。ここに,会計基準自体に私的な面からの経済価値が認められる
こととなる (船本 [1984]5頁)。
しかしながら,会計基準に特定企業の私的な面からの経済価値を認めること
は,会計の知的厳密性と技術的合理性を犠牲にするとともに,会計基準の設定
を1つの政治的取引と解して,会計基準を政治的妥協と合意の産物とみなすこ
ととなる。これに対して,会計基準が特定企業の経済価値 (すなわち私益)で
はなく,社会全般の経済価値 (すなわち公益)の極大化を目的として設定され
るべきものとみると,会計基準に対して社会的合意をえることが必要になると
ともに,会計基準が公益の極大化に貢献するようにするためには,国家ないし
これに代わりうる権威当局が,会計基準の設定に対して介入することが必要と
なる (根津 [1989]116-117頁)。
ところで,会計基準は,理論を実践に適用するときに,理論概念としての会
計原則を,会計実践に適合するように整理し直したものである。すなわち,会
計基準は会計実践の指標として役立つように整理された概念であるが,会計
原則は会計理論構築に役立つように整理された概念である。会計原則は, これ
を理論の用具a)とみることができるが,その源泉は,やはり会計実践において
育まれた会計コンベンションのうちに見いだすことができる。そのため,会計
コンベンションを一定の理念のもとで整理加工して会計原則に作り上げ,理論
の検証に耐えうるだけの精級化されたものに再構築したのち, これをふたたび
会計基準のかたちで会計実践に戻してやることが必要となるのである (青柳
[1983]215頁)。
会計基準は,これを実践指導型会計基準と理論指向型会計基準と基礎概念指
21)この点については,A
[1953](pp■32-151)
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向型会計基準の3つのものに類型化することができる2υ。まず,実践指導型会
計基準は,米国公認会計士協会 (AICPA)の会計基準のように,会計基準が
会計実践に対して実際的な指針となるような実践指導的機能を果たすことを重
視するものである (広瀬 [1995]24-25頁)。 しかしながら,実践指導型会計基
準は,類似の事象を会計上認識するのに首尾一貫性を欠くという結果をもたら
したばかりでなく,問題の解決に役立つのと同じぐらい多くの問題を引き起こ
したのである (広瀬 [1995]34頁)。
つぎに,理論指向型会計基準は,AAAの会計基準にみられるように,会計
実践に対する理論的規範としての理論指向的機能を果たすことによって,会
計基準の形成プロセスにおいて重要な役割を担うものである (広瀬 [1995]41
頁)。 しかしながら,AAAは,主として大学の教員によって構成されており,
それは会計学の教育および研究に関心を持つ者から構成される任意団体である
ため,AAAから公表される会計基準は強制力をもつものではなかった (広瀬
[1995]34頁)。 そのため,AAAの会計基準は,会計実践に対して影響を及ぼ
さなかったばかりでなく, AICPAと証券取引委員会 (SEC)の会計政策に
対しても影響を及ぼさなかったのである (広瀬 [1995]41頁)。
実践指導型会計基準にせよ理論指向型会計基準にせよこれら両会計基準は,
財務会計および財務報告上の諸問題を十分には解明できなかったし,また,米
国の会計基準の形成において完全な優位には立てなかった。事実,36年間に
わたり実践指導型会計基準の形成に努めてきたAICPAも,1973年6月30日の
APBの崩壊をもって会計基準の設定を断念せざるをえなくなったし, また理
論指向型会計基準を形成しようと努力してきたAAAも,1966年のASOBAT
を最後に,具体的な会計基準の形成を放棄し,その活動をもっぱら会計理論の
展開へと大きくシフトせざるをえなかったのである (広瀬 [1995]42頁)。
22)この点については,広瀬 [1995](24-60頁)が詳しい。
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最後に,基礎概念指向型会計基準としては,FASBの会計基準をあげるこ
とができる。FASBは,会計基準の形成にあたり,当初から基礎概念を指向
しつつも,実際には,AICPAと同様に具体的かつ個別的色彩の濃い実践指導
型を指向せざるをえなかった。しかしながら,FASBは,『財務会計概念の報
告書』SFAC第1号～第6号20の完成を機に,会計基準の構築にあたって会計
理論の基礎となる概念的枠組の研究成果を重視することとなった。したがって,
FASBの会計基準を基礎概念指向型会計基準の典型とみることができる (広瀬
[1995]57'等)。
このように,会計基準を3つのものに類型化することができるものの,会計
基準設定の目的を明確にすることは,非常に困難な作業である。なぜならば,
会計基準設定の目的は,会計基準の体系を構成するために必要な基本的概念,
原則および理論のもとで形成されるのであるが,そのような概念,原則および
理論の基礎となるべきものが現在存在していないからであり,またそのような
ものを近い将来構築することができるかどうか定かではないからである (Gaa
[1988]p.30)。
企業がもっぱら所有主のための私的手段から社会全体の公的手段となるに
至った今日においては,企業は,有限資源の有効利用という社会経済目的のも
とで,利益獲得目的と社会貢献目的の2つの企業目的をバランスよく達成する
ことによって,社会的責任 (Corporate Social Responsibility;CSR)を果たさ
なければならない20。これに応じて,会計基準設定も,特定企業およびその利
益共有者たるステークホルダーの利益のみでなく,社会全体すなわち公共の利
FASB[1978],FASB[1980a],FASB[1980b],FASB[1980c],FASB[1984]および
FASB[1985]。 なお,FASB[1985](SFAC第6号)は,FASB[1980b](SFAC第3号)
を全面的に置き換えたものであり, またFASB[1980a](SFAC第2号)の一部を改定
したものである。その後,FASB[201111](SFAC第7号)が公表された。
この点については,Kouer and Lee[2005](pp 22-24)を参照。この詳細は,船本 [2011]
(22-30頁)を参照。
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益に資すべきことが要請される。
会計基準設定が公益のためになるべきであるという観点は,公認会計士や税
理士に代表される職業的専門家集団が公益のために行動すべきであるという社
会的責任のもとで,従来から暗黙のうちに認められていたものである。例えば,
米国では,1934年に制定された証券取引法によって証券取引委員会 (SEC)が
設置されたのであるが, この証券取引法の10(b)節において,SECが公益ま
たは投資家保護のために必要かつ適切な規則と省令を公表すべしとの主旨が述
べられていた (Gaa[1988]p.199)。またわが国でも,1948年に制定された証券
取引法において,米国の証券取引法の10(b)節と同一の主旨が述べられてい
たのである29。
しかしながら,厳密に何が公益なのかは明らかにされなかった。公益という
概念が使用されたとしても,それは私益を基準設定プロセスに導入するための
回実にすぎなかったのである。そこで,公益の概念をさらに分析し,それが会
計基準設定プロセスにおいて果たすべき役割を明らかにすることが必要である。
ここでは,G.C.ガーに従って,ガー が公益の概念を分析するところ20を考察
するものである。
G.C.ガーは,次の4つの公益の概念に関する理論を提示している。すなわ
ち,単一理論 (Unitary Theories),共益理論 (Common lnterest Theories),
多数理論 (Preponderance Theories)および最少理論 (Minimalist Theories)
の4つの理論がこれであるη)。
まず,単一理論によれば,ある一定の時代と場所において,すべての個人を
導く道徳的判断について単一の体系が存在する。そのため,私益は公益と対立
この点については,新井,自鳥 [1991](28-33頁)が詳しい。
この詳細は,Gaa[1988](pp 199-204)を参照。
このGC ガーの4つの公益の概念は,V ヘルドの『公益と私益』と題する書物 (Held
[1970])のなかで展開されている概念的枠組を適用したものである。
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することはないし, また私益も相互に対立することはない。すべての個人に
とって,公益に関する言明は,私益に関する言明と同値関係にあるというので
ある。この種の見解の1例としては,「嘘をつくことは常に悪い」というカン
トの歳言をあげることができる。このカントの歳言によれば,たとえ友人の所
在について殺人者に嘘をつくことによって友人の命を救うことができたとして
も,人は嘘をついてはいけないのであって,常に真実を告げるべきであるとい
うことになる。友人の命を救う義務と真実を告げる義務は,正反対にみえるに
もかかわらず,両者の間に対立はないのである (Gaa[1988]p.200)。
しかしながら,ガー によれば,単一理論には2つの問題点がある。第1の問
題点は,実際には,公益と私益との間にまた私益間に対立が存在することであ
る。例えば,カントの歳言のもとでは,真実の告示が公益になるという理由か
ら人は真実を告げる義務があるとしても,殺人者に嘘をつくことによって友人
の所在を漏らさないことが友人の命を救うこととなるから,友人の私益になる
のである。したがつて,ここに公益と私益との間に解決しなければならない純
粋な対立が存在するのである (Gaa[1988]pp.200-201)。
第2の問題点は,公益が私益と無関連に定義されているために,単一理論が
当初に設定した仮定と対立することである。財務報告基準が公益になる場合に
のみ私益になるという仮定と対立するのである。しかしながら,実際には,そ
の逆のほうがより適切である。すなわち,公益の定義はそれを構成する私益の
定義に依存する。私益と無関連に公益を定義することはできないのである。そ
れにもかかわらず,単一理論のもとでは,私益は,それが何らかの方法で統合
されうるとしても,公益を定義することにとって何の関連性もないのである
(Gaa [1988]p.201)。
つぎに,共益理論によれば,公益は共益であり,xが共益になるということ
はxがすべての個人の私益になることを意味する。この理論の問題点は, も
しxがすべての個人の私益にならないならば,公益を定義することができな
郷 η
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いことである。全員一致を要求することによって,xがyよりもすべての個人
の私益になる限り,私益と公益との間に対立はない。しかしながら,それでも
なお私益相互の間に対立があるかもしれない。そうであれば,共益理論は不完
全なものとなる。すなわち,すべての状況において,私益に関する知識のみに
基づいて,公益を定義することはできないのである (Gaa[1988]p.201)。
私益についての全員一致があれば,全員一致で選択された代替案は,公益に
なるものと考えられるかもしれない。したがって,社会機関がそのような代替
案を選択することによって公益に奉仕することになるとはいえ,私益間に対立
が存在するということは,公益が,少なくともいくつかの事例において,私益
と対立することを意味する (Gaa[1988]p.201)。
さらに,私益と公益との論理的関係を上記の2つの理論よりも弱く特徴付け
る方法として,多数理論がある。この理論によれば,xがy以上に社会構成員
の多数の私益になれば,xはyよりも公益のためになることとなる。その具体
例としは,多数決ルールの投票手続やコストベネフィット分析をあげることが
できる (Gaa[1988]pp.201-202)。
多数理論は,私益と公益との間の対立および私益間の対立の両者を認めるか
ら,上記の2つの理論よりも適切である。しかしながら,多数理論には,少な
くとも次のような2つの問題点がある。第1の問題点は,xが公益になるとい
うためには,多数の規模を決定する何らかの方法が要求されることである。例
えば,投票制度の場合には,通常,単純多数決で十分であろう。しかし,何
故に単純多数決という方法を選択したかを正当化することが必要である (Gaa
[1988]p.202)。
第2の問題点は,多数理論が,共益理論と同じように,例えば, しばしばす
べての投票者が1票を与えられるときのように,すべての私益を同等のものと
みなすことである。他方,法的ないし道徳的権利の行使は,結果として私益を
不同等に取扱うこととなる。ここでいう権利とは,ある私益が他の私益よりも
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重視されることの保証である。したがって,このことは, もし何らかの適切な
権利が存在するならば,xは,たとえそれが多数の私益になるとしても,公益
にはならないことを意味する (Gaa[1988]p.202)。
最後に, これらすべての理由のために,私益と公益との論理的関係をさらに
弱く特徴付ける方法が必要とされる。これがすなわち最少理論である。この理
論によれば,純粋に形式的な用語によって説明しえるすべてのことは, もしx
がyよりもある個人の私益にならないならば,そのとき,xはyよりも公益に
ならないということである。これは明らかに,非常に弱い言明であって,結局
のところ,私益と公益との間になんらかの関係があると主張するにとどまる
ものである。この論理的に弱い分析は,明らかに,私益と公益との間の対立お
よび私益間の対立を認める。しかし,上記の3つの理論と違って,最少理論は,
何かが公益になると主張するための論理的に十分な条件を提供するわけではな
Vヽ (Gaa[1988]p.202)。
私益を統合するどのような形式的技法も,公益を定義するための論理的に十
分な基礎を提供するものではない。したがって,明らかに,公益の概念が本当
に何らかの重要性を持つものならば,何かが公益になると主張することを正当
化しうるためには, さらに追加的で非形式的な諸条件が充足されなければなら
なVヽ (Gaa[1988]p.202)。
このように,G.C.ガーは,4つの公益の概念に関する理論を比較検討して
いるのであるが,次のように結論している。すなわち,関連する個人によって,
または関連する個人のために,xがyよりも優っているという主張を正当化す
ることができる場合,かつその場合に限り,xはyよりも公益になるというこ
とである (Gaa[1988]p.203)。
このガーの公益の概念に関する説明は,行動それ自体よりもむしろ,行動が
選択される方法に言及している。すなわち,それは,基準設定それ自体のプロ
セスと当該プロセスの産物 (すなわち基準そのもの)の両方に言及しているの
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である。しかも,基準設定のプロセスのほうが産物よりも基礎にあるというこ
とに注意しなければならない。したがって,基準が公益のためになるかどうか
ではなく,基準設定主体が公益のために行動しているかどうかということが重
要である。
要するに,このようなガーの考え方に従えば,会計基準設定においては,会
計基準設定の結果すなわちその産物としての会計基準そのものよりも,会計基
準設定のプロセスを重視することが必要となる。したがって,会計基準ではな
く会計基準設定主体の会計基準設定のプロセスが正当化されれば, これに応じ
て会計基準設定主体も正当化されることとなる。その結果,会計基準設定が正
当化されれば,会計基準は公益のためになるという結論に到達する。
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